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Ⅰ はじめに

19 世紀末のアメリカでは，ビッグ・ビジネス

体制の確立と技術革新の進展により，大量生

産・大量消費社会の到来という生活スタイルの

劇的な変化が起こった。このような急激な社会

の変化を受けて，例えば，自由主義に基づく富

の追求を認める優勝劣敗や適者生存の原理を主

張するソーシャル・ダーウィニズムのW. G. サ

ムナー（William G. Sumner）や，結果として発

生する社会的問題への隣人愛精神に基づく労働

者と市民の連帯を意図する R. T. イーリー

（Richard T. Ely）らのソーシャル・ゴスペル運

動があった。また，ヴェブレン（Thorstein B.

Veblen）は 1899 年の『有閑階級の理論』の中

で，他者との張り合いや見栄の感覚が経済行為

において重要な動機づけとなるという顕示論を

示し，平和愛好的な未開状態における「モノ作

り本能」と好戦的な野蛮社会における顕示とが，

アメリカの資本主義社会に浸透する姿を描き出

した。これらに対して，コモンズ（John R.

Commons, 1862-1945）は，労使関係や社会保障

制度の在り方に着目し，新たな社会的ルールを

通したウェルフェアの改善に取り組んだ。

人口の構成メンバーに流動性が高く多様な人

間が入り混じるアメリカ社会では，どのように

文化的なバックグラウンドにバラツキのある

人々を束ねていくのかという統治の在り方が問

題となる。それは，アメリカ的特質の一つであ

る労働者の多様性に即していえば，労使をはじ

めとする産業に携わる人間の統治に関わる問題

といえる。一方で，言語や慣習の異なる移民労

働者を受け入れる際，アメリカ産業のパフォー

マンスを維持・発展させるためのメンバーとし

て参加し定着するためにはどのような資格が必

要なのか，また，新たな労働慣行の中で，彼ら

の生活をいかに保障すべきかが問われることに

なる。他方で，旧来からの慣行やルールでは処

理しがたい事態が発生した場合に，ルールに反

するという意味において単純に切り捨てていく

のか，あるいは，ルールそのものを新たな状況

に合わせて作り変えていくべきなのか，という

受け入れる側のルールの在り方が問われること

になる。このような産業の統治に関わる問題を

捉えるためには，コモン・ローの伝統が判決を

通して読み替えられ，有形のみならず無形を含

めた財産の憲法上の定義変更
1)
や，機械と労働

者の関係から派生する新たな労働慣行の法的な

認可，また産業に起因する失業やケガといった

新たなリスクの発生に備える仕組みなど，産業

の安定化と社会保障にまつわる議論をより明確

に具体的にする必要がある。したがってコモン

ズの経済思想を再検討することは，資本主義体

制の中で，産業の活力の維持と安定的な取引を

行うための雇用のルールや，偶発事の発生に備

える仕組みといった「その場に応じた程よい価

値（reasonable value）」
2)
を社会的に実現する

ための制度設計に対して，新たな知見を提供す

るという意味において大きな意義を持つ。

小論の目的は，19 世紀末から 20 世紀初頭の

アメリカ社会の中で，産業に関わるすべての人

間のウェルフェアを社会的なルールの整備に
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よって実現するというコモンズの経済思想の特

徴を明らかにすることにある。以下では，まず

第Ⅱ節において，コモンズの制度経済学の基本

的特徴と性格を浮き彫りにするため，アメリカ

産業の発展と取引の安定化を意図する意思的経

済理論と産業統治の思想を検討する。次に第Ⅲ

節において，アメリカの社会保障制度の生成期

において，コモンズが労働者の生活保障のため

のスキームをどのように捉えていたのかを明ら

かにする。最後に第Ⅳ節では，アメリカにおけ

るウェルフェアの実現を目論んだコモンズの経

済思想の特徴を確認しよう。

Ⅱ 意思的経済理論と産業統治の思想

１ 取引と意思的経済理論

コモンズの主著の一つである 1924 年に著さ

れた『資本主義の法律的基礎』
3)
において展開

される意思的経済理論は，J. B. クラークの限界

生産力理論など当時の主流派経済学では所与と

見なされた人間の意思とは違い，将来の可能性

や将来に対して抱く期待を選択する「活動して

いる意思will-in-action」を持つ当事者による「取

引（transaction）」を軸とした理論である。コ

モンズは，この「取引」に関して，次のように

述べている。

取引は経済学，物理学，心理学，倫理学，

法学，政治学の合流点となった。一つの取

引はこれらの学問のすべてを必然的に含む

考察の単位である。というのも，取引は代

替行為を選択し，抵抗を克服し，自然的・

人的資源を調和させる様々な人間の意思で

あり，しかも効用，共感，義務やその反対

事項による約束や警告によって導かれ，市

民の権利，義務，自由を解釈し実行する政

府の役人，企業体，労働組合の役員によっ

て，拡大し抑制し放置される。個人行動は，

国民，政治，ビジネス，労働の集団行動，

および家族その他の集団行動に適合してい

るかどうかである。［Commons 1924, 5］
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１）小論で扱うアメリカ合衆国憲法の条文は次の三つ

である［宮沢俊義編 1983］。①「何人も，大陪審によ

る告発または正式起訴によるのでなければ，死刑を

科しうる罪その他の破廉恥罪につき公訴を提起され

ることは無い。但し，陸海軍内で発生した事件，ま

たは，戦争もしくは公共の危機に際し現に軍務に従

事する民兵団の中で発生した事件については，この

限りでない。何人も，同一の犯罪について，重ねて

生命または身体の危険にさらされることはない。何

人も，刑事事件において，自己に不利な証人となる

ことを強制されない。何人も，法の適正な手続によ

らずに，生命，自由または財産を奪われることはな

い。何人も，正当な補償なしに，私有財産を公共の

用のために収用されることはない。」［修正第５条

（1791 年成立）］。②「奴隷制および本人の意に反す

る苦役は，適正な手続を経て有罪とされた当事者に

対する刑罰の場合を除き，合衆国内またはその管轄

に服するいかなる地においても，存在してはならな

い。犯罪による処罰の場合を除いて奴隷および自発

的ではない強制労働の存在を禁止した。」［修正第 13

条第１項（1865 年成立）］。③「合衆国内で生まれま

たは合衆国に帰化し，かつ，合衆国の管轄に服する

者は，合衆国の市民であり，かつ，その居住する州

の市民である。いかなる州も，合衆国市民の特権ま

たは免除を制約する法律を制定し，または実施して

はならない。いかなる州も，法の適正な手続によら

ずに，何人からもその生命，自由または財産を奪っ

てはならない。いかなる州も，その管轄内にある者

に対し法の平等な保護を否定してはならない。」［修

正第 14 条第１項（1868 年成立）］。

２）“reasonable” という言葉を日本語に訳すのは困難

である。因みに，春日井薫・春日井敬［1958］によ

る『集団行動の経済学』の翻訳本，および，新田隆

信・中村一彦・志村治美［1964］による『資本主義

の法律的基礎』の翻訳本においては「合理的」となっ

ているが，田中敏弘［2002］では「適正」，そして高

哲男［2004］は「理にかなった」とそれぞれ訳出し

ている。本稿では，「その場・その時において誰もが

納得できる」というコモンズの含意を汲み取り「そ

の場に応じた程よい」とした。



つまり，「人間と自然の関係」ではなく「人間

と人間の社会的関係」の中で，人間相互の精神

や意思が対立あるいは依存するのが「取引」な

のである。コモンズは，「ゴーイング・コンサー

ンのワーキング・ルールの原理」によってこの

「取引」を説明するが，それはどういうことを

意味しているのか。コモンズは，日常生活の中

での様々な「取引」に参加する人間を，過去・

現在・将来という時間の流れの中で「継続的な

活動・組織＝ゴーイング・コンサーン（going

concern）」と呼ばれる特定の目的を持った社会

的関係に属しながら，常に将来に対する期待を

実現するよう意思的に働きかける存在と捉えて

いる。ビジネスの拡大によって発達した資本主

義社会においては，他人の利用のために生産し

自己の利用のために獲得するという経済活動

が，ビジネスのためのルールに即して行われる

必要がある。このゴーイング・コンサーンに所

属する人間は，組織として存続するために必要

な行動を秩序付けていくためのルールである

ワーキング・ルール（working rule）によって

拘束されている
4)
。この事柄をコモンズは，

「ゴーイング・コンサーンは，コンサーンが一

つの単位として行動することを可能にするため

に計画された，共通の目的や共通のルールを持

つ組織化された大衆行動である」［Commons

1924, 320］と表現した。しかしながら個々人

は，ゴーイング・コンサーンのワーキング・ルー

ルに従って集団行動することで，むしろ個々の

単位では成し遂げることが不可能であった将来
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３）全９章からなる『資本主義の法律的基礎』の構成

を簡単に述べておこう。第１章「メカニズム，希少

性，ワーキング・ルール」では，従来の経済学の中

にコモンズ独自の経済学を位置づけ，その特徴が明

らかにされている。第２章「財産，自由，価値」は，

判例研究の中から様々な法律概念の変化を捉え，ま

た，意思的経済理論における重要な構成要素を考察

している。第３章「物理的力，経済的力，倫理的力」

においては，ゴーイング・コンサーンを特徴づける

制裁としての三つの力を区別している。第４章「取

引」と第５章「ゴーイング・コンサーン」では，コ

モンズ経済理論の理論的中心である取引モデルと

ゴーイング・コンサーンの概念が提示されている。

そして，第６章「地代交渉―封建制と使用価値」，第

７章「価格交渉―資本主義と交換価値」，第８章「賃

金交渉―産業主義」の三つの章は，イギリスの歴史

的な背景を踏まえながら，裁定者の役割を重視した

「産業主義（industrialism）」に相応しい交渉の在り

方を提示している。この「産業主義」とは，南北戦

争後に発達したビッグ・ビジネス体制が第一次世界

大戦を経て名実ともに確立した 1920 年代のアメリ

カ社会を意味する彼自身の固有の歴史的概念といえ

る。第６章と第７章はイギリスを，第８章はアメリ

カの事例を扱っている。とりわけ第８章は４つの節

から構成され，第１節「個人交渉」と第２節「統合

された人間と統合された財産」は，第２章や第３章

と関連させながら，交渉される場としての労働市場

の構造を具体的な判例を通して分析し，交渉の当事

者における力関係を考察している。第３節「慣習と

法」と第４節「産業統治」では，地代交渉を扱う第

６章や価格交渉を扱う第７章における交渉の歴史的

変化を通して，コモン・ローと制定法との関係を探

り，それらを踏まえた上で産業主義に相応しい産業

統治の立憲的枠組みの可能性が検討されている。最

終章である第９章「公的目的」は，意思的経済理論

の核心部分を扱い，歴史的な議論を踏まえながら，

新しく登場してきた慣習が裁定者によってうまく選

択され，公的目的として国家というゴーイング・コ

ンサーンの維持や拡大をいかに達成していくのかと

いう問題が考察されている。

４）“reasonable” と同じく “going concern” および

“working rule” という言葉も，コモンズの経済思想

において特徴的な概念であるからこそ，日本語への

翻訳が難しい。小論では，意味を捕捉してそれぞれ

カタカナに置き換えた。なお，春日井薫・春日井敬

訳［1958］では，「活動企業」，「行為準則」であり，

新田隆信・中村一彦・志村治美訳［1964］では，「ゴー

イング・コンサーン」，「運営準則」となっている。

また田中敏弘［2002］は「円滑に事業を行っている

組織体」，「作用準則」としている。そして高哲男

［2004］は「継続的な関心事・活動・企業・事業」，

「実際に機能している明示的ないし暗黙の運営規則

（行為規則）」とそれぞれ訳出している。



への期待が達成されるのである。このような

「継続的な活動・組織」である「ゴーイング・

コンサーン」の中身は多岐にわたるため
5)
，単な

る「企業」に留まるような概念ではない。コモ

ンズは，ゴーイング・コンサーンの目的達成の

ために各参加者の行動をワーキング・ルールに

沿うよう方向づけていく制裁あるいは罰の種類

から，ゴーイング・コンサーンを次の三つに分

類した。まず，①物理的暴力への恐怖を制裁と

して利用する国家という「政治的コンサーン」，

次に，②経済力や破産または貧困への恐怖を制

裁として利用する企業という「ビジネスコン

サーン」，そして，③世論や共通の意見といった

制裁を利用する現代における文化的，宗教的，

倫理的な団体という「文化的コンサーン」であ

る。経済社会とは，こうした多様なゴーイン

グ・コンサーンに属する「活動している意思」

を持った人間による様々な「取引」の集合体に

他ならないのである。

コモンズの「取引」とは，実際に交換を行う

２人の当事者の外側に，条件次第で市場に登場

する可能性を持つ２人の潜在的な当事者の存在

を想定し，さらに４人の当事者の間で利害対立

が生じ取引自体が成立しない場合，つまり公共

福祉の観点から経済的パフォーマンスにとって

悪影響を及ぼす場合には，平和的解決を促す第

５の当事者としての裁定者の存在が組み込まれ

ている［Commons 1924, 67］。コモンズは，各々

「活動している意思」を持った４人の取引当事

者が，それぞれの私的目的の追求を放任すれば，

自然に適正な合意が形成されるとは考えず，む

しろ第５の当事者が人為的に代替を選択するこ

とによって，適正な合意を形成し，ゴーイング・

コンサーンを維持していくと考えたのだ。

この「取引」を軸とする意思的経済理論の理

解には，経済社会のワーキング・ルール，つま

り，英米法におけるコモン・ローがどのように

成立し発展してきたとコモンズが捉えていたの

かということを把握する必要がある。コモンズ

が，『資本主義の法律的基礎』において，アメリ

カ合衆国憲法の財産，自由およびデュー・プロ

セス（due process of law）といった法的概念の

変化から読み取ったことは，第５の当事者であ

る裁定者が新たな慣行・慣習を選び取っていく

という社会進化のプロセスにあった。財産およ

び自由に関していえば，「有体物の使用価値」か

ら「万物の交換価値」へとその性質が変化した

ことによって，「財産」とは，「有体財産」のみ

ならず，旧来の定義において曖昧にされていた

支払いの約束としての「無体財産」と，あらゆ

るものの期待された交換価値からなる「無形財

産」あるいは「資産」という二つの財産の意味

が明確となり，また「自由」とは，肉体的な束

縛からの解放という「奴隷の自由」から，経済

的強制からの自由（市場に接近する自由）つま

り「財産所有者の自由」として解釈された。

「デュー・プロセス条項」の解釈は，裁判所の

判断を通して，単なる法の手続的適正を要求す

る「法の適正な手続」のみならず，法の適正な

内容（実体的な利益）をも保護する「法の適正

な目的」を含むようにその意味内容が変更され

た。これはアメリカ合衆国憲法において，はじ

めから明文で保障されていない権利まで

「デュー・プロセス条項」が保護するというこ

とだ。こうしてコモンズは，19 世紀後半の判例
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５）コモンズは「ゴーイング・プラントは，大衆にサー

ヴィスを提供する生産組織であるのに対して，ゴー

イング・ビジネスは，大衆から代価を獲得する交渉

組織である」［Commons 1924, 182］と述べるように，

「継続的な活動・組織」であるゴーイング・コンサー

ンは，使用価値を造り出すゴーイング・プラントと，

交換価値をもたらすゴーイング・ビジネスという対

立しながらも不可分の構成要素から成り立つ幅の広

い概念といえる。なお，ゴーイング・コンサーンに

属する人間の集団行動を動態的に分析する「取引」

という基礎の上に展開されたコモンズの制度経済学

を，O. ウィリアムソンらの新制度学派に影響を与

えたという観点からその現代的意義を問い直す試み

として，高橋真悟［2010］がある。



を跡づけることによって，19 世紀末からのビッ

グ・ビジネス体制の到来に伴って伝統的なコモ

ン・ローにおける概念の解釈では捉えきれない

範囲を裁判所が新たに認めていく過程を明らか

にしたのである。

コモンズは，この裁判所の新たな社会的役割

に着目した。それは，ゴーイング・コンサーン

の公的目的，つまり将来的により望ましいと考

えられる目的を達成するために，現在において

どの手段を選択することが適正な判断であるか

を決定するということに他ならない。こうした

裁定者による人為的選択の目指すべき目標が公

的目的であり，その目的を適えるために過去か

ら繰り返し蓄積されてきたルールこそが，ゴー

イング・コンサーンのワーキング・ルールとい

える。しかし一旦出来上がったルールも不変で

はない。裁定者が，公的目的に適った枠組みを

新しく作り出し，その枠組みの中で生まれた新

たな慣習をもとにワーキング・ルールも新しく

作り変えられていくのである。このような個人

が持つ主体的な「活動している意思」を重視す

ることに，コモンズの進化論の大きな特徴があ

るといえる。

コモンズが『資本主義の法律的基礎』におい

て展開した思考方法の特徴を挙げれば，それは

次の２点に集約できる。第１に，アメリカ社会

の現実的な変化から発生した様々な要請を受け

て既存のルールを変更するための根拠を，1890

年代以降のコモン・ローの変化を捉えた詳細な

判例研究の蓄積から発見していくという，法の

変化に関する鋭い感覚を持っていた点である。

第２に，取引当事者に与えられた資格を法的概

念によって説明し，主流派経済学において所与

と見なされた人間の意思的な働きを理論の枠組

みに取り込むというユニークな発想は，やがて

「法と経済学」と呼ばれるような分野に連なる

萌芽的な分析視点であった点である。要するに

コモンズの意思的経済理論とは，裁定者が

デュー・プロセスに従って，「活動している意思」

を持つ取引当事者の慣行や慣習の中から，法的

なルールである所有権の概念と法的に基礎づけ

られた人間の行動を取り仕切るための社会的な

ルール，つまりゴーイング・コンサーンのワー

キング・ルールを見出し，「その場に応じた程よ

い価値」を社会的に実現するよう取引当事者の

行動を誘っていくための理論であった。では，

コモンズは，この理論を基礎に，アメリカ産業

主義時代の労使の契約関係あるいは労働市場で

の「その場に応じた程よい価値」をどのように

実現しようと考えたのだろうか。

２ 産業統治の思想

コモンズは，『資本主義の法律的基礎』の後半

部分において，英米における交渉の歴史的変化

を扱い，交渉を通して確立されてきた慣習の中

から新しい取引の枠組みのヒントを探り当て，

それらをうまく取り入れながら産業を統治して

いく思想を展開した。コモンズは，工業段階に

おける賃金交渉（第８章）での雇用主と労働者

の関係を軸としたビジネスの慣習を分析するた

め，それより前の段階である農業段階の地代交

渉（第６章）と商業段階の価格交渉（第７章）

にまで遡って交渉当事者の関係を捉え直してい

る。交渉にあたっては，当事者がどのような資

格に基づいて交渉に参加するのか，また，資格

そのものの入れ替えが可能なのかということが

問題となる。コモンズは，交渉の当事者の資格

にまつわる「地位」と「契約」を区別した。「地

位」とは，慣習によって固定された身分であり，

「契約」とは，その身分を作り出す自由を意味

する［Commons 1924, 302］。

農業段階において，地主と借地人の慣習によ

る農業のコモン・ローに基づく「地代交渉」で

は，あくまでも固定された身分である「地位」

は前提であり交渉の対象にはならなかった。し

かし，商業段階に入ると，債権者と債務者の慣

習としてのビジネスのコモン・ローに基づく「価

格交渉」が行われ，「契約」によって当事者の資
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格そのものを決定するプロセスとなる。コモン

ズは，アメリカ産業主義の時代である工業段階

での労働の新しい慣習が，英米法の進化のプロ

セスの中において，農業の慣習とビジネスの慣

習を併せ持ちながら発達してきたと考えた。そ

れは，雇用主と労働者の関係が，労働者が労働

を売買することによって債権者と債務者の関係

を持ちながら，財産を持たない労働者がその労

働契約を施行するために，強制労働という固定

された地位の関係，つまり実質的には地主と借

地人との関係も同時に併せ持っていると解釈で

きるからである。

だが，合衆国憲法修正第 13 条によって，新し

い労働の慣習に基づいて発達してきた雇用主と

労働者の関係は，地主と借地人の関係，および，

債権者と債務者の関係も解消させてしまった。

なぜなら，非自発的強制労働を禁止しているた

め労働契約の実行を強制することはできない，

裏を返せば合法的な契約違反が可能となったか

らである。新しい労働の慣習において，ビジネ

スの慣習で当然認められていた契約違反に対す

る損害の法的救済は得られなくなったのであ

る。裁判所が，このような労働契約の慣習を承

認しないのは，「契約の自由」や形式的な「平等」

といったビジネスのコモン・ローに違反するた

めである。そのため裁判所の多数意見は，この

労働者と雇用主との間の「留保する力」の格差

による経済的不平等を認識せず，形式的な「平

等」の観点から，資本を結合する雇用主は合法

的な法人格が付与されて当然であるが，労働者

の結合という人間の結合は「共同謀議」と判断

され，経済的意味において上位者と下位者を区

別しないのである。

しかし，新しい慣習をまったく認めないわけ

ではない。英米法の歴史を振り返ればコモン・

ロー裁判所において認められなかった商人や製

造業者の新しい慣習をエクイティー裁判所が認

めるといったように，アメリカ産業主義の時代

における連邦最高裁の反対意見や下級裁判所あ

るいは連邦議会や州議会も，労働の新しい慣習

を認識し，その中から新しいルールを導き出し

ている。彼らは，いわばエクイティー裁判所の

ような役割を果たしているといってよいだろ

う。彼らによって，雇用主の強大な経済力に対

する労働者の権利や自由を保護するための集団

化が新しい慣習として認められ，対等な経済力

を持つ当事者同士による賃金交渉こそが適正な

交渉であると判断されたのである。コモンズ

は，このような新しい慣習が漸進的に認識され

ていく過程を指して，「歴史は繰り返す」

［Commons 1924, 307］と述べている。コモン

ズが，地主と借地人による「地代交渉」，債権者

と債務者による「価格交渉」，そして雇用主と労

働者による「賃金交渉」というノルマン征服期

から 20 世紀に至る交渉の歴史的進化と法や慣

習の進化を同心的構造として描き出したのは，

社会生活の慣行や慣習をもとに組み立てられた

ルール，とりわけ「財産」と「自由」に関わる

コモン・ローの進化・発展のプロセスであった

といえる。

この段階的な進化・発展のプロセスを，簡潔

に整理しておこう。封建制における奴隷や農奴

と所有者の関係では，交渉の自由がなく，機会

の選択の自由もなかった。しかし，地主と借地

人の関係になると交渉の自由が発生した。「地

代交渉」を通して得られたものは，国王によっ

て与えられた特権を保護するという意味での自

由と，使用価値を持つ有形財産に対する権利を

保護することであった。続いて，市場の拡大に

よる商人や製造業者の地位向上は，債権者と債

務者による「価格交渉」をもたらした。コモン・

ロー裁判所によって，国王から付与されたギル

ドの独占的排他的特権は，「平等な取引」という

原則により否定された。裁判所は，このギルド

内部に限定された公正競争のルールを，むしろ

国家的ルールに拡大して適用したといえる。ま

た，エクイティー裁判所によって，商人や製造

業者の取引の慣習の中から，約束を基礎とする
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「無体財産」と，消費者と価格交渉することに

よって築き上げられた「グッドウィル（good-

will）」＝「善意に基づいた相互メリットをもた

らす関係」
6)
という顧客との将来の交渉から得

られる期待された「無形財産」が認められ保護

されていった。

このように封建制の慣習に代わってビジネス

の慣習が認められることによって資本主義が登

場し，さらにアメリカではこの資本主義がビッ

グ・ビジネスの登場などによって実質的に産業

主義へと拡大した。しかしそれまでの労働の慣

習に代わるような産業主義に相応しい労働の慣

習は，まだ不完全であった。裁判所は，その代

表的慣習としての労働契約における雇用主と労

働者の賃金交渉に関して，雇用主側の結合する

慣習は認めるが労働者が労働組合を組織する慣

習は有罪であると判断していた。また裁判所

は，労働者と雇用主の関係を，制定法としての

合衆国憲法修正 13 条において非自発的強制労

働が禁止され常に契約を更新する関係として憲

法によって合法であるとされているにもかかわ

らず，伝統的なビジネスのコモン・ローとして

の商人や製造業者の商慣習法に固執しているた

め，一旦結ばれた契約を施行しないことは違法

であると判断している。つまり雇用主と労働者

との新しい慣習としての新しい労働のコモン・

ローは，まだ裁判所によって理解されておらず，

労働者や労働組合の新しい慣習と，資本主義に

おけるビジネスの慣習が対立しているのであ

る。労働のコモン・ローは，労働の適正な実行

を選択し，労働組合と雇用主の両方から仕事を

支配する恣意的な権能を剥奪することによって

形成される。コモンズは，この労働のコモン・

ローに雇用主と労働者の双方を服従させ，適正

な賃金交渉が行われることによって，新しい産

業統治の立憲的枠組みが組み立てられると考え

たのである［Commons 1924, 312］。

以上の考察をもとに，コモンズの産業主義に

相応しい適正な賃金交渉を導くための産業統治

の思想の内実をまとめれば，次の２点になるだ

ろう。それは⑴裁判官など裁定する側に対し

て，「その場に応じた程よい価値」の実現という

判断基準に照らして適切な判断を求めていくこ

とであり，また⑵産業に関わる人間を新しい労

働のコモン・ローの下に置き，産業に関わる人

間の福祉の改善を図ることである。コモンズ

が，この産業統治思想によって裁定者の意思的

な働きに対して要求することは，雇用主の「契

約の自由」の保護を優先し労働組合による団体

交渉を承認しないという判断ではなく，むしろ

雇用主の「契約の自由」が制限されたとしても

労働組合を賃金交渉の適切な当事者と認めるこ

とが，却って一般大衆のウェルフェアの改善に

つながるという認識を持たせることにあったの

だ。つまりコモンズの産業統治の思想における

力点とは，「その場に応じた程よい価値」を社会

的に実現するための意思的経済理論に基づい

て，裁定者が産業構造の変化に対応する新たな

労働のコモン・ローを整備し，産業に携わる人

間のウェルフェアの改善を促すことにあったと

いえる。次節では，アメリカの社会保障制度に

対するコモンズの見解を見ていこう。

Ⅲ コモンズとアメリカの社会保障

ビッグ・ビジネス体制が確立した 19 世紀末

から 20 世紀初頭のアメリカでは，一方でアメ

リカ国民の生活水準を向上させたといえるが，

他方で都市や農村における新たな生活不安をも

たらし，そこでのコミュニティーをどのように

再編するのかが問われた。中西部や南部の農村

では，大量の農民が新たな労働力として都市へ

流入することによって，コミュニティーの構成

が変化し，それまでの伝統的な互助のネット

ワークが分断されていった。また，北東部を中
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心とする都市の産業においても，景気の振幅に

よる失業の拡大や，テーラーシステムや機械化

がもたらす仕事のペースや密度の高まりによる

職業病や労働災害が頻発していた。さらにこの

時期のアメリカの労働者には，入植以来の白人

と，南北戦争後の奴隷解放後の黒人，さらに南

東欧出身の新移民が加わり，その構成内容に多

様な人種が入り混じっていた点に特徴がある。

南北戦争後，アメリカに居住する人間は法的に

平等に扱われるという意味において，多様な人

種がアメリカ市民という資格を獲得できたの

は，次のような法律に基づいていた。まず 1866

年の公民権法（Civil Rights Act）により，契約

権，財産権，法の下での平等などの基本的権利

は，人種や皮膚の色などに関係なくすべての合

衆国市民に保障された。そして 1868 年の合衆

国憲法修正第 14 条により，いかなる州も市民

に保障された権利を損なう法律を制定・施行す

ることができないと規定された。こうして，黒

人や英語を母語としない白人も，アメリカ市民

として法的には「対等な」権限を持ち，雇用契

約における契約当事者となった。だが，このよ

うな状況によって雇用者側の新たな事情も表面

化した。それは，雇用契約の締結時に，機械の

導入に伴って高度化した仕事のペースや密度に

対応できる人材をいかに安定的に確保するの

か，また労働者の教育や福利厚生といった労務

管理をどのように行うべきかという問題も存在

した。

国際的に見れば福祉国家的プログラムの本格

的な展開は，19 世紀最終盤のドイツや 1910 年

代のイギリスなどの先進国に見られたが，この

ような歴史的事実と照らし合わせれば，およそ

アメリカでは，1935 年の社会保障法（Social

Security Act）の誕生までその成立の時期が遅

れていたと通常見なされている。だが，19 世紀

末以来のアメリカ固有の問題に対して，西部農

民を中心とするポピュリスト運動をはじめ，

1890 年代から第一次世界大戦前後にかけての

プログレッシヴ＝「革新主義」の社会改良の取

り組みや，州レベルにおける社会保障制度の枠

組み作りなど多様なプログラムが模索されてい

た
7)
。とりわけコモンズのアイディアは，その

後のアメリカの社会保障制度の生成に大きな影

響を与えた思想の一つといえる。本節では，コ

モンズと弟子のアンドリューズ（John B.

Andrews, 1880-1943）によるウィスコンシンを

中心としたアイディアの骨子を再構成しよう。

１ 労働災害補償法と合憲性の問題

コモンズとアンドリューズは，労働や雇用に

関する実態調査の結果をもとに 1916 年に『労

働立法の原理（Principles of Labor Legisla-

tion）』［Commons and Andrews 1916］
8)
を著

した。彼らは，この著作において，労働者の生

活全般に対するリスクの原因が産業にあるこ

と，またそのために労働者を保護する必要性が

あることを論じている。世紀転換期のアメリカ

産業において，労働者を取り巻く安全性の低下

という問題は，とりわけ事故や職業病が頻発し

ていた鉄道業や鉱山業の工業労働者に見られ

た。このように産業化・機械化の進展は，労働

災害が発生した場合に，その原因の特定と責任

の所在を明確にすることを困難にさせ，リスク

自体の内実を変化させた。つまり，労働者自身

の過失ではなく，何の責任もないのに事故や病

気に陥る危険性を誰もが持つようになったとい

うことである。コモンズらは，この「労働災害

保険」に関わる制度および運用方法を，次の二

つの側面から検討している［Commons and

第 187 巻 第１号42

７）この点に関して詳細は，Rodgers［1998, c. 6］，小

林清一［1999，第Ⅲ部］を参照願いたい。

８）『労働立法の原理』は 1916 年に初版が出され，そ

の後 1920 年，1927 年，1936 年に改訂版が出版され
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例はそれぞれ異なっているが基本的な発想は一貫し

ている。



Andrews 1916, 357-358］。第１に，具体的な労

働災害対策である。これは，まず個別企業内で

の労働者による「互助」や「将来への貯蓄」と

いう制度からはじまった。しかし，大規模な機

械化の本格的な進展に従い，企業や業種のレベ

ルを超えた広範囲な補償が有効であると見なさ

れ，州レベルにおける立法を通した労働災害補

償の強制化がなされていった。第２に，損害賠

償の請求方法である。労働災害に対する補償法

の制定以前には，労使間で直接手続が取られた。

それは，生産過程において発生した労働災害の

コストは，他の生産費と同様に使用者およびそ

の商品の消費者が生産費の一部として負担すべ

きであるという見解に基づいていた。しかし，

企業の規模が大きくなるに従って中世のギルド

的な個別対応は不可能となり，代わって訴訟手

続による請求が主流となった。コモンズらによ

れば，この損害賠償訴訟には，「使用者責任

（employers’ liability）」という法原則
9)
が存在

していた［Commons and Andrews 1916, 358］。

コモンズらは，実際の判例研究を通して，事件

の当事者の実態と法原則との整合性を判断する

が，その結果，裁判所は「使用者責任」を根拠

に労働者からの損害賠償請求の多くを無効と判

断していたのだ。コモンズらは，法の原則に

よって導き出された判決が，必ずしも「その場

に応じた程よい」判断であるとはいえないとい

う結論を導き出す［Commons and Andrews

1916, 361］。コモンズは，アメリカ諸州の実際

の制度分析を通して，これらの原則を「その場

に応じた程よい」原則へと変化させる可能性に

ついて検討している。

アメリカの労働災害補償法は，1902 年のメ

リーランド州の法律にはじまる。コモンズらに

よれば，この州法は，「ある偶発事の損害に対し

て平等に支払いを求められる」という労働災害

補償法の規定に関連して，この規定によって直

接偶発事に関係しない人間にまで支払いが要求

されるので，「法の適正な手続」によらずに私有

財産を剥奪されることになるのではないか，と

いう合衆国憲法における合憲性（constitu-

tionality）の点で問題を孕んでいた。コモンズ

らによれば，例えばメリーランド州，モンタナ

州，ニューヨーク州では，州議会によって制定

された労働災害補償法が，連邦最高裁判所にお

いて「法の適正な手続」という原則に沿わない

立法であるとして「違憲」の判断が下されてい

た［Commons and Andrews 1916, 368-372］。

つまり当時のアメリカの連邦最高裁判所は，前

節で検討したように，ビッグ・ビジネス期の新

たな労使関係の下での労働災害補償の在り方を

開拓するのではなく，むしろ一旦確立された法

の手続に則って判断することが適正であると見

なしていたのである。このことは，「雇用者責

任の原則」の問題と同様に，労働災害補償立法

の合憲性の問題に関しても，コモンズらにとっ

て「その場に応じた程よい」判断ではなかった

のである。コモンズらにとって，アメリカの労

使関係をめぐる実態的な変化に即した「その場

に応じた程よい」基準とは，連邦最高裁判所で

はなく，むしろ州議会やそこで制定された法律

を合憲であると判断した州裁判所の判決の中に

こそ見出されるべきであった。では，コモンズ

は，このような「その場に応じた程よい」基準

をもとにしたアメリカの雇用の実態に即した固

有の「失業保険」プランをどのように構築しよ

うと考えたのだろうか。1921 年に The Survey

に掲載された論文「失業：補償と予防」

［Commons (1921) 1996］を手掛かりに検討し

よう。
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９）これは，①使用者の義務（the duties of the em-

ployer），②職業上の危険負担（the burden of occu-

pational risks），③協働者原則（the fellow servant

rule），④寄与過失（contributory negligence），⑤危

険の引き受け（assumption of risks）の５つの法原

則である。



２ ウィスコンシン・プラン

コモンズは，主な失業原因として，①労働移

動，②季節，③信用システムの三つを挙げてい

る［Commons (1921) 1996, 288-289］。ただし

①および②に関しては，決定的に重要な失業原

因と見なしていない。まず，労働移動による失

業に関しては，労働者にとっての就職・離職と，

雇用者による労働者の採用・解雇は，それぞれ

個人のメリットを最大化させるための行動であ

り，アメリカの近代的な自由の実現にとってむ

しろ良い特徴だと見なしている。次に，季節的

な失業は，１年間の繁忙期と閑散期のサイクル

に合わせて仕事を「あり継ぎにする（dovetail）」

ことで，その発生を抑えることが可能だと指摘

している。例えば製造業では，雇用者の確実な

マネジメントによって販売部門と生産部門を

ジョイントさせ，１年を通して受注と生産の平

準化を図ることで，季節的な雇用を安定化させ

ることができるからだ。コモンズは信用システ

ムに関する失業こそが重要だと見なした。コモ

ンズは信用システムの中核にいる銀行家，特に

生産管理技術者（industrial engineer）の役割に

大きな期待を寄せている。彼らの役割は，次の

ようなものだ。企業にローンを組ませ，むやみ

に事業規模を拡大させることを推奨するのでは

なく，むしろ労務管理や経営の在り方を見直し

その後の不況に備えることを提案することにあ

る。銀行がどの企業に対してもこうした態度を

とれば，企業間の過剰な拡大競争が抑制され，

競争相手を含めた企業とビジネス全体の集団責

任として雇用の安定化が達成されるだろう。仮

に事業を拡大した後に経営に失敗し，結果的に

労働者をレイオフすることになれば，彼らの所

得保障のための追加的な責任を負うことも雇用

者側に求める。銀行は，この追加的な費用の負

担が可能かどうかということまで含めてチェッ

クする役割を担っているのだ。コモンズが「拡

大を予防するために信用を与えないというサー

ヴィスは，信用を供給するサーヴィスよりもよ

り偉大である」［Commons (1921) 1996, 291］

と述べているように，単なる資金提供者に留ま

らない銀行が持つ産業の安定化による雇用の安

定化に果たす役割を積極的に評価していたとい

える。コモンズは，次のようにも述べている。

換言すれば，ビジネスマンと銀行家はとも

に信用のコントローラーであり，信用のコ

ントロールによってビジネスは安定化でき

るのだ。信用の過剰な拡大は，失業の原因

となる。信用の過剰な拡大を予防するため

に，労働者がレイオフされたとき，ビジネ

スマンが彼らのための保険に対して責任を

持つことだ。［Commons (1921) 1996, 291］

つまり，ビジネスの縮小に対しても雇用者側

に労働者の生活保障の責任があるという主張で

ある。こうした考え方に基づく失業保険は，例

えばスイス，ベルギー，デンマーク，イギリス，

イタリア，ノルウェーといったヨーロッパの

国々において既に存在していた。これらのシス

テムは，失業は不可避であるから予防すること

は不可能と見なし，したがって失業者には博愛

主義に基づく救済が必要であるという観点から

構築されていた。コモンズは，このようなシス

テムに対して，①国家が保険ビジネスに直接関

与し保険準備基金を管理していること，②新た

な仕事が失業者に提供されるかどうかが労働組

合に委ねられていることの２点の欠点を指摘し

ている［Commons (1921) 1996, 291］。

コモンズは，こうしたヨーロッパ・システム

のアイディアを放棄し，雇用者側を主体とした

プランの構築を模索した。コモンズが失業の主

要な原因として指摘した，労働移動，季節，そ

して信用システムは，いずれも失業の発生をコ

ントロールできる雇用者の立場によって予防可

能な要因と捉えることができる。コモンズは，

労働者の失業のリスクを雇用者に転嫁し，その

経済的損失を直接彼らに負担させることによっ
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て，リスクの発生自体を「予防」することを重

視したのである。雇用者のみが失業発生の危険

度に応じた可変的な保険料率に従って各自の基

金に拠出し，実際に失業という偶発事に遭遇し

た労働者に給付を行う仕組みである。雇用主

は，自分が負担する保険料率を下げようとする

強力な金銭的インセンティブが与えられるか

ら，結果的に失業の発生自体が予防可能になる

ということだ。それは，一方で，レイオフや解

雇を減らし雇用を繋ぎとめておくことが，結果

的に失業に伴うコストの削減につながるという

雇用者の意識に直接訴えかけ，他方で，労働者

にとって安定的な雇用の場が確保できるとい

う，労使双方にメリットをもたらす制度設計で

あった。こうした労使双方にメリットをもたら

すアイディア，つまり善意に基づいた相互メ

リットをもたらす関係（グッドウィル）は，ウィ

スコンシン州における労働災害補償法の経験が

もとになっていた。それは，労働災害補償基金

に関して，その損害賠償要求の件数に応じて雇

用主の分担金が調整される仕組みが敷衍され，

偶発事を予防して賠償請求を減らすことによっ

て，雇用主は分担金を減らし，したがって利潤

を増加できるということである。つまり，偶発

事を予防することによって，労働者と雇用者の

双方がメリットを享受できる仕組みといえる。

コモンズは，「失業」というリスクに対しても，

これと同様に対応できると考えたのである。た

だし，その実現可能性や仕組みそのものの望ま

しさといった点で疑問があることを指摘した上

で，このアイディアによる失業補償の積極的な

意義を次のように述べている。

仮に，資本家と労働者の問題が，労働者の

保障を確保するために資本主義の失敗によ

る苦しみをもたらすことだ，と我々が認識

するならば，その際，我々は失業補償と予

防は最も大事だと結論付けなければならな

いだろう。既に我々は，資本家と労働者の

闘争から労働災害の責任という苦しみを取

り除いた。かつて労働運動家は，雇用主が

自分の利潤を労働者の肉体から獲得してい

るとして，雇用主への憎悪を掻き立ててい

た。もはや我々はそのような言葉を聞かな

い。しかし我々は，資本家の利潤が，労働

者や失業中の労働予備軍の貧困や悲劇から

獲得されているということを耳にする。そ

れらは，資本家と労働者の間の関係を悪化

させる大きな障害として残っている。個々

人では，それが望ましくないと思うかもし

れない。しかし我々は，州や国家の観点か

らも，将来の重大な脅迫を予防するのに役

立つかもしれない何らかの判断に委ねなけ

ればならないし，また，投資の保障を確保

するときにずっと以前から引き受けられた

仕事の保障を確保するのと同様の義務を資

本家に課すべきなのだ。［Commons

(1921) 1996, 298］

資本主義社会において経営者や雇用者に対す

る保障は十分にあるが，労働者に対する保障を

確保することで，より安定的な資本主義が実現

されるということだ。このコモンズの雇用者責

任をもとにした失業補償法案は，1921 年２月４

日に上院議員ヒューバー（Henry Huber）によ

る「ヒューバー法案」としてウィスコンシン州

議会に提出されたが，結果的に議会を通過する

ことはできなかった。その後コモンズの弟子で

あったブランダイス（Elizabeth Brandeis），ラ

ウシェンブッシュ（Paul Raushenbush），グロー

ヴズ（Harold Groves）によって，可変的な拠出

金を個々の雇用主準備金に拠出する方法に継承

され
10)
，大恐慌後の 1930 年に「グローヴズ法案」

として提出された。そして 1932 年２月 28 日に

ウィスコンシン州失業補償法
11)
として成立し
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10）この点に関しての詳細な議論は，Moss［1996］お

よび髙哲男［1999］を参照願いたい。



た。要するにコモンズが，労働災害や失業補償

の各制度の構築にあたって重視したのは，産業

全体の安定的で自立的な維持発展を支えるため

に，労使間における私的なグッドウィルを公的

な問題として拡大する仕組みであり，それを立

法という強制手段によって他の産業に関わる人

間にも拡大していこうという構想であったとい

える。

Ⅳ コモンズと「その場に応じた程よい

価値」の実現

以上小論では，コモンズの産業統治思想と社

会保障制度に関する議論について考察した。こ

の考察をもとに，議論の枠組みを今一度整理し

ておこう。もともとピューリタンの入植にはじ

まる移民国家として成立したアメリカであった

が，南北戦争後から 19 世紀末にかけて到来し

た新移民は，経済社会に対する質的・文化的な

変化をもたらし，在来の労働者を含む中で労働

市場も急速に変貌を遂げた。第二次産業革命に

よる重化学工業の台頭と企業合併の促進により

ビッグ・ビジネス体制が成立し，その背後には

急速に所得と資産の不平等が拡大していった。

このような大規模な産業構造の変化や，不況の

到来，格差の拡大といったアメリカ独自の文脈

において，主に州を単位として積み重ねられて

きたニューディール以前の多様な社会保障構想

をベースに，アメリカの福祉国家が成立したと

いえる。コモンズは，まさにこのようなアメリ

カ固有の問題に取り組んだ人物として位置づけ

ることができる。

コモンズの意思的経済理論と産業統治思想の

前提となる思考方法は，現実社会の中で実際に

動いている萌芽的な取り組みを見出し，それら

を法的なルール整備により拡大させていくこと

で「その場に応じた程よい価値」を実現しよう

とする発想であった。アメリカ合衆国憲法にお

ける法的概念は，アメリカ社会の実態的な変化

に伴って，伝統的なコモン・ローの解釈ではも

はや捉えがたい範囲を含む概念となり，裁判の

過程においてその定義自体の意味内容も変化し

ていく。例えば，「自由」や「財産」といった憲

法上の概念では，ビッグ・ビジネス期を背景と

して，単なる有体物に対する自由や財産という

意味のみならず，あらゆるものに対して期待さ

れる交換価値を含めた広い意味内容を含む概念

へと読み替えられていった。こうした連邦最高

裁判所の多数意見に見られる憲法上の概念の伝

統的解釈の乗り越えは，「平等」や「デュー・プ

ロセス」の概念においてもいえることであった。

コモンズは，交渉の在り方を歴史的な進展の中

で捉えようとする議論において，イギリスのコ

モン・ローの系譜を借りながらアメリカ産業主

義の時代の賃金交渉を特徴づけていった。そし

て，この時代に相応しい賃金交渉が，労働組合

の合法化による交渉力の実質的な平等の達成に

あると見なした。したがって，法の手続におけ

る適正さの基準自体も，一部の下級裁判所や反

対意見の判断に見出せるように，実体的な利益

の保護を含めて解釈されるように必然的に変化

しなければならない。このようにコモンズが，

英米の膨大な判例研究により法の変化のプロセ

スを読み取った意図は，慣習の人為的選択に

よって成り立つコモン・ローの中に自身の発想

を位置づけるためといえる。また，判例分析の

みならず「その場に応じた程よい価値」を実現

するための判断や方向性を指し示していく態度

も，コモンズ思想の特徴である。

現実に動くアメリカ社会では，様々な失業問

題や労働問題への対策を含め，労使双方にメ

リットをもたらす善意に基づいた関係が，新し

い労働慣行として形成されていくことになる。

そこでは，このグッドウィルに基づく新たな労
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11）1932 年のウィスコンシン州失業保障法の成立過程

に関する詳細な議論は，佐藤千登勢［2008］を参照

願いたい。



働の慣行が，伝統的な契約の自由の侵害にあた

るのではなく，むしろ私的なレベルを超えた一

般的な福祉の向上に寄与する公的目的を持つと

いう意味において，立法を通して拡大すべき慣

行であるといかに見なされるかが問われてい

く。コモンズが，公的な裁定者に求めたのは，

こうした実態的な変化に合わせて公的目的の意

味を読み取り，労使間のグッドウィルの拡大を

通して，アメリカ産業全体のパフォーマンスの

向上や安定的な取引に結びつけようとする意思

的な動きであった。実は，法概念の変更を認め

ていく裁定者の意思的な行為も，累積的な変化

といえる。公的目的を実現させるために実態面

を含めて解釈すべきだと見なす反対意見や下級

裁判所の革新的な判断を端緒に，その判断の積

み重ねによって，やがて最高裁判所の多数意見

の形成にまで至るという進化のプロセスでもあ

るからだ。

弱者たる労働者一人ひとりの交渉力の向上

が，集団化という個人の自由の制限によってむ

しろ実現されるのだという考えは，いかに公的

目的となり得るのか。それには，集団化による

自由の制限が，却ってアメリカ社会全体のウェ

ルフェアの改善に結びつき，より大きな自由を

個人に与えるものだという新たな認識の社会へ

の浸透が肝要である。コモンズが連邦最高裁判

所の判断に期待するのは，このような新しい労

働のコモン・ローを認め，その立憲的枠組みの

中に労使双方を服従させていくことにあった。

社会保障分野の制度設計においても，この私的

なグッドウィルを公的な問題として拡大すると

いう発想は重要な意義を持った。ケガや失業，

あるいは長寿という偶発事の発生に対して，産

業に携わる人間への備えはどのように整備すべ

きか。比較的小さなコミュニティーを単位に考

えれば，互助のネットワークなどを中心に扶助

や救済の制度がうまく機能していたかもしれな

い。しかし，ビッグ・ビジネスの到来は，労働

者として新たに市場に参加するメンバーの流動

性を高め，機械化による新たな偶発事の発生を

もたらした。こうした事情の中で，州単位では

なく連邦単位での社会保障制度の設計が喫緊の

課題となるのだが，特定の個人や集団に対する

保護立法を禁止するというアメリカ固有の憲法

上の規定の中で，どのように社会保障制度を受

け入れていくのかという思想的な土台自体もま

た問われていくことになる。

コモンズが，社会保障制度の構築にあたって

重視したのは，労使間で実際に機能している私

的な対策を超えた部分の制度化にあった。それ

は，労使双方のグッドウィルに基づく新しい取

り組みを，立法という強制手段によって他の雇

用者にも浸透・拡大させていく構想に他ならな

い。だが，このような制度の構築に際して憲法

上の規定との接点を見出すには，労働者側に降

りかかる偶発事の発生原因を産業自体に求め

る，労働者もまた産業の主要な担い手に成り得

るという認識を拡大させる必要があった。この

ような新たな認識を裁判所が拾い上げ，法概念

の解釈の中に落とし込むことによってさらに認

識が拡大するというプロセスは，「その場に応

じた程よい価値」を実現するための資本主義の

在り方にとって重要な要素であった。コモンズ

が，具体的な社会保障制度の構築においてその

核心となるアイディアは，もともと労働災害の

補償において提示された雇用者責任という考え

方であった。このリスク転嫁のアイディアを失

業問題にも当てはめ，失業予防の責任を雇用者

に求めた。しかしながら，例えば州を跨いで産

業規模を拡大する場合や大恐慌といった個人の

努力では対処不能な事態が生じた場合に，雇用

者個人によるコスト削減という利潤動機のみに

訴えかけることで維持される失業補償という仕

組みは有効な手段とはなり得なかった。よっ

て，統計データの分析による保険数理学的に組

み立てられたリスク分散による労働者の生活水

準の改善を行うルービノウ（Issac M. Rubinow）

らの構想に対して，コモンズのリスク転嫁型の
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アイディアは，その後のニューディールにおけ

る社会保険分野で主要な位置を占めることはで

きなかった
12)
。

こうして見てくると，先に述べたコモンズが

持つ労使間のグッドウィルを判断し適正に拡大

させるという思考方法は，意思的な発想を持つ

産業統治の思想と，労働者の生活の安定化を目

指す社会保障制度の構想とのいわばブリッジの

役割を果たすものであったといえる。このよう

な意思的な側面を取り込むコモンズの制度経済

学は，市場メカニズムの中で欲求を所与とする

合理的な人間が価格を目安に動くことで均衡状

態に至り，資源の最適配分が達成されると説く

正統派経済学を補う視点も持っていた。労働市

場を例に見てみよう。コモンズの場合，市場の

内側だけではなく外側にも意思を持った人間が

存在し，４人の登場人物が市場における取引の

主体と見なしていた。契約の自由をベースとす

る市場においては，潜在的な当事者の供給側，

つまり潜在的な労働者は，より多くのメリット

を求め，好条件の提示次第で参加を考える優位

な当事者もいれば，そもそも市場への参加資格

を持たない当事者もいる。雇用者側は，一方で，

労働市場の流動化によって新たな労働者に巡り

合うチャンスが拡大するが，他方で，仕事のノ

ウハウを持つ労働者を継続して雇用するメリッ

トを失う可能性も十分に考えられる。そこで，

いわば第５の当事者としての裁定者が，労使間

に存在するグッドウィルを適切に判断し市場を

取り仕切るルールとして設定していく。労働者

側には，法的に文化的背景を公平に扱い資格を

与えることや，交渉力が微弱な当事者同士の集

団化を容認することで雇用のチャンスが獲得さ

れ，雇用者側は，敢えて新たな人材ではなく，

従来からの労使のグッドウィルを活用すること

でコスト削減とパフォーマンスの維持・拡大が

達成できる。こうした裁定者による法的枠組み

の整備を取り入れたことに，コモンズの制度経

済学の特徴を認めることができる。

コモンズが，アメリカ社会の変化において見

出した問題，つまり，産業に携わる人間のウェ

ルフェアをいかに確保するのかということは，

あくまでも個人の自由に対する制約が皆無な状

況でもなく，あるいは，個人の自由が存在しな

い社会主義やファシズムに陥ることでもなく，

アメリカの資本主義体制を維持することを前提

に解決されるべき問題であった。コモンズは，

社会の変化に伴って，個人の自由を制限する代

わりにより大きな自由を確保する手段を許容す

べきであるという人々の認識の変化によって，

グッドウィルを基礎とした労働立法や社会保障

制度を整備することが，憲法の枠組みの中での

新たな自由の追加であると裁判所によって合法

化されることで「その場に応じた程よい価値」

を実現していくための資本主義の在り方と考え

たのである。要するにコモンズは，アメリカ的

な個人の自由の伝統に，新たな自由の追加を認

めるという，適正な思考方法のプロセスに従っ

て，弱者たる労働者の自由や権利を確保すると

いう公的目的を実現させるための制度的な枠組

みを選択し，結果的に労使双方の自由の拡大が

進むことで彼らのウェルフェアを改善させよう

とする経済思想であったのだ。
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